
* 2 : コンジョイント分析と多属性態度モデルとの違いは，前者は

分解的アプローチ（分析する時諸属性の全体を記述された対

象物（例えばカード）ごとに反応を示し，それらの順位付け

を要求すること）であり，後者は合成的アプローチ（諸属

性を一つずつ記述してから，各々の属性の態度を加算するこ

と）である。その意味で全く正反対となる。[12]
* 3 : 販売対象は両ブランドのウェブサイトで提供されている資料
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RFM分析における評価要素の重要度分析
Weight value analysis of evaluation factors in RFM analysis

王 于佳，高 弘昇 （京都情報大学院大学）

Yujia Wang and Hong Seung Ko (The Kyoto College of Graduate Studies for Informatics)

はじめに

 市場の成熟化に従って，需要が大きく伸びている反面，新

規顧客を開拓する余地が乏しくなって，顧客を獲得することも

非常に難しい環境におかれている。そのため，新規顧客獲得よ

りも既存顧客との長期継続的な関係に関心が向けられて重要視

されている。特に，顧客価値の分析を通じて，既存顧客から優

良顧客を選択し，維持することで売上・利益を増加させること

が非常に重要な関心事項になっている。

現在の多数の企業は売上・利益を増加させるために，購買金

額実績のみの顧客価値評価手法（デシル分析，ABC分析など）

で顧客価値の分析に注目しているが，購買実績の期間性等を完

全に考慮していないため，優良ではない顧客を優良顧客として

認識する危険性が高くなり，利益増加は期待できなくなると考

えられている。ところが，RFM分析は購買金額（M）のみな

らず購買最近性（R）と購買頻度（F）を用いて顧客価値を評

価するので，購買実績の期間性も考慮している。従って，ある

程度正しく優良顧客が認識できる可能性が高くなるので，購買

金額実績のみの顧客価値評価手法より優れている[1][2]と考え

られる。その上に，優良顧客を更に効果的に選択できるよう

に，三つの評価要素である購買最近性，購買頻度，購買金額の

重要度を明確にすることは非常に重要なことであると考えられ

る。しかし，この三つの評価要素の重要度について適切な方法

によって，明らかにされていない。そこで，この三つの評価要

素の重要度を明確に決めるため，評価要素の性質によりその重

要度を定性的に判断して，それを基にAHP分析を通じて定量

的に三つの評価要素に関する重要度分析を行う。

従って，本レポートにおいて，まず，RFM分析手法につい

て考察する。次は，RFM分析における三つの評価要素の性質

により定性分析を行って，定性的に重要度を判断する。最後，

AHP分析で三つの評価要素の重要度を定性的な重要度判断を

基に定量的に検討していく。

RFM分析

RFM分析は1930年代に米国の大手通信販売会社がカタログ

の発送先を選別する為に導入したのが始まりである[3]。現在

は主に顧客の実際の購買行動・購買履歴から優良顧客を選択し，

維持して売上・利益を増加させるための一般的な顧客価値分析

手法の一つとして用いられている。

RFM分析の定義

RFM分析とは購買最近性（Recency），購買頻度（Frequency），
購買金額（Monetary）の3つの評価要素で顧客をいくつかの

層に分類し，その分布を表してそれぞれの層の性質を知り，購

買動向を探して，マーケティング戦略を行うための手法である

[4]。簡単に言えば，購買最近性，購買頻度，購買金額の三つ

の評価要素それぞれについてランクを付け，それらの結果を用

いて，顧客価値の算出を行うものである。ドライフィールズの

ウェブサイト[5]によれば各評価要素の意味は以下の通りであ

る。

購買最近性「R」

分析対象とする期間内で，顧客が最も直近で購買した日付で

ある。最近購入した顧客のほうが何年前に購入した顧客より良

い顧客である。
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購買頻度「F」

分析対象とする期間内で，顧客が何回購買したかを示す数値

である。購買頻度が多ければ多いほど良い顧客である。

購買金額「M」

分析対象とする期間内で，顧客が合計いくら購買したかを示

す数値である。顧客の購入金額の合計で，金額が高ければ高い

ほど良い顧客である。

RFM分析のプロセス

RFM分析を用いて，顧客を実際的に分析する際，通常はR，F，
Mをそれぞれ五つ（3〜7）のランクを付けて，次に，総計ラン

クの算出式どおりに総計ランクを算出する。その後，算出され

た総計ランクの数値によって，顧客をいくつかの層に集約する

[6][7]。しかし，ランクをどのぐらい付けるか，総計ランクのデー

タをどこで区切るかは企業，用いるデータの期間などによって

異なるので，どのように分けていくかは企業のノウハウになる

[7]。例えば，R，F，Mを五つのランクに分けると，算出プロ

セスは以下のようになる。

まず，表1のように，R，F，Mを五つのランクにわける。

 次に，計算式「R*2+F+M」により総計ランクを計算する（参

照　表2）。R*2における2は評価要素の重要度を強調するため

の加重値であり，どのぐらいの加重値を付けるかは企業によっ

て異なる。

最後，計算された総計ランクのデータを表3のようにいくつ

かの顧客層に集約する。表3をもって具体的に説明すると，総

計ランク20〜18間の顧客は最優良顧客であり，総計ランク17
〜15間の顧客は準優良顧客である。また，総計ランク14〜12
間の顧客は安定顧客であり，ランク11〜8間の顧客は非優良顧

客，総計ランク7〜4間の顧客は離反顧客である。

但し，具体的なランクの付け方，総計ランクの算出方式，顧

客層の集約等は企業によって完全に異なるので，どのように設

定するかは非常に重要である。

評価要素の定性分析

顧客価値分析手法の一つとして，RFM分析の目的は顧客の

これまでの購買行動・購買履歴の「購買最近性」，「購買頻度」，「購

買金額」の三つの評価要素から優良顧客を選択し，維持して売

上・利益を増加させるためである。RFM分析を通じて優良顧

客を更に効果的に選択できるように，三つの評価要素の重要度

関係を明確する必要がある。各評価要素の重要度関係を定性的

に明確するため，評価要素の基本的な性質を基準にして，定性

分析を行う。本章では，「購買最近性」，「購買頻度」，「購買金額」

等三つの部分について定性分析を行う。

購買最近性の定性分析

本節では購買最近性の性質を基準に[8]，[9]，[10]を参考に，

主に「離脱顧客の判別」，「顧客の将来性の判断」，「購買頻度か

らの影響」，「購買金額からの影響」等の方面から定性分析を行

う。まず，購買最近性の値により離脱顧客の可否が判別できる。

即ち，顧客の最終購買日が今日の日付に近ければ近いほどその

顧客（新規顧客を含め）は維持されていると判断できるし，逆

に，遠ければ遠いほど顧客が離脱した傾向が高いと判断できる。

次は，購買最近性の値により再購買に関する顧客の購買将来性

が判断できる。なぜかと言うと顧客の最終購買日が今日の日付

に近ければ近いほど顧客の再購買の可能性が高くなり，再購買

の将来性があると言える。

購買最近性が購買頻度からの影響を受けているかどうかは主

に購買頻度が高い場合と低い場合二つの視点から判断できる。

購買頻度が高くても，最終購買日が遠ければ遠いほど，顧客の

再購買の可能性が低くなる傾向がある。逆に，購買頻度が低く

ても最終購買日が近ければ近いほど，顧客の再購買の可能性は

高くなる傾向があると判断できる。この二つの視点から見ると

購買最近性は購買頻度からの影響を受けていないので，購買頻

表1 RFMのランク付け 　

表2 総合ランクの算出

表3 顧客層の集約

度に対して独立評価要素である。購買金額からの影響も二つの

視点から判断すると，購買金額が高くても最終購買日が遠けれ

ば遠いほど再購買の可能性が低くなる。また，購買金額が低く

ても最終購買日が近ければ近いほど再購買の可能性が高くなる

と判断できる。即ち，購買最近性は購買金額からの影響を受け

ていないので，購買金額に対しても独立評価要素であると判断

できる。

購買頻度の定性分析

本節では，購買頻度の性質を基準に[8]，[9]，[10]を参考に，

主に「新規・既存顧客の判断」，「購買最近性からの影響」，「購

買金額からの影響」等の方面から定性分析を行う。購買頻度の

値によって，購買頻度が一回である顧客は新規顧客であり，一

回以上であれば，既存顧客であると判断できる。その上に，新

規顧客と既存顧客の割合も見通せる。

購買頻度は購買最近性からの影響を受けているかどうかは主

に，最終購買日が遠い場合と近い場合二つの視点から判断でき

る。最終購買日が今日の日付に遠ければ遠いほど，購買頻度が

高くても再購買の可能性が低くなる傾向がある。逆に，最終購

買日が近ければ近いほど購買頻度が低くても再購買の可能性が

高くなる傾向があると判断できる。この二つの視点から見ると，

購買頻度は購買最近性からの影響を受けているので，購買最近

性に対して従属評価要素である。購買金額からの影響も二つの

視点から見ると，購買金額が高くても，購買頻度は低い可能性

があり，購買金額が低くても，購買頻度は高い可能性があると

判断できる。即ち，購買頻度は購買金額の影響を受けていない

ので，購買金額に対して独立評価要素である。

購買金額の定性分析

本節では，購買金額の性質を基準に[8]，[9]，[10]を参考に，

主に「顧客の購買力の判断」，「企業への貢献度」，「購買最近性

からの影響」，「購買頻度からの影響」等の方面から定性分析を

行う。まず，購買金額の値によって，金額が高い顧客は購買力

が高く，逆に，金額が低い顧客は購買力が低いと判断できる。

次に，企業への貢献度（利益がある売上）は購買金額の高低によっ

て判断すると，購買金額が高い顧客は企業への貢献度が高く，

金額が低い顧客は企業への貢献度が低い。

購買金額は購買最近性からの影響を受けているかどうかは主

に最終購買日が近い場合と遠い場合二つの視点から判断でき

る。最終購買日が今日の日付に近いのに購買金額は低い可能性

がある。逆に，今日の日付に遠いのに，購買金額は高い可能性

もある。この二つの視点から見ると，購買金額は購買最近性か

らの影響を受けていないので，購買最近性に対して独立評価要

素である。しかしながら，購買金額の変化は購買頻度の変化に

従って変化しているので，即ち，購買金額は購買頻度からの影

響を受けていて，購買頻度に対して従属評価要素である。

定性分析の結果

三つの評価要素の定性分析により，分析結果としては，購買

最近性によって離脱顧客の判別及び顧客の将来性の判断が可能

であり，購買頻度，購買金額に対して独立評価要素である。即

ち，購買最近性のみで顧客が維持されているかどうか直接に判

断できて，最も重要な評価要素である。購買頻度によって，顧

客が既存か新規かが判断できるけれども顧客が維持されている

かどうか判断できない。しかし，購買頻度は購買最近性の影響

を受けていて，顧客の再購買の可能性が推測できるので，重要

な評価要素である。購買金額の値により，顧客の購買力及び企

業への貢献度を判断できるけれども，顧客が維持されているか

どうか判断できない。その上に，最終購買日の影響を受けてい

なくて，購買頻度の影響を受けても，顧客の再購買の可能性が

推測できないので，やや重要な評価要素である。

AHPによる評価要素の重要度分析

本章では，前章で評価要素を定性分析した結果を基に，

1971年にThomas L. Saatyにより提唱された階層的な意思決

定法AHP（Analytic Hierarchy Process）[11]によって，評価

要素の重要度を定量的に検討していく。AHPによる評価要素

の重要度を分析する際には，「維持」，「再購買」，「貢献度」を

評価基準に設定し，各評価基準に基づいて評価要素の総合ウェ

イトを算出する。算出された数値によって結果的には評価要素

の重要度を定量的に決めていく。

AHPによる「評価要素の重要度の分析」に関する

階層図の構築

RFM分析の三つの評価要素の重要度を定量的に分析する

為に，「維持」，「再購買」，「貢献度」を評価基準に設定して，

AHP分析[12][13]を行う。なぜ「維持」，「再購買」，「貢献度」

を評価基準に設定するかと言うと，まず売上・利益を増加させ

る目的から見ると，売上を増加させる為に主に顧客数の向上，

購買回数の向上，購買金額の向上等[14]の手段があり，もし顧

客の再購買をさせると，顧客数の向上，購買回数の向上，購買

金額の向上を実現できるし，購買金額の向上に従って顧客の購

買貢献度（利益が有る売上）が高まることである。また，利益

を増加させる為に直接な手段として顧客を維持していく[15]こ
とである。顧客が維持されると，顧客の再購買の可能性が高く

なる傾向が有り，再購買の発生に従って貢献度も高まる。購買

最近性，購買頻度，購買金額の三つの評価要素の立場から見る

と，購買最近性の値によって顧客が維持されているかどうかは

直接に明確できるし，顧客再購買の推測にも影響をもたらす。

購買頻度の値により顧客がどのぐらい再購買したかが明確でき

て，再購買の発生に従って購買金額も変化し，影響を受けてい

る。購買金額の値により，購買の貢献度が直接に明確できる。

このように，二つの立場の関係から考えると，評価基準を維持，

再購買，貢献度を設定し，その上に，三つの評価基準は「維持」>
「再購買」>「貢献度」である重要関係を用いる。分析を行う際，

必要なレベル3の詳細な評価基準は大まかな評価基準の下に
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購買頻度「F」

分析対象とする期間内で，顧客が何回購買したかを示す数値

である。購買頻度が多ければ多いほど良い顧客である。

購買金額「M」

分析対象とする期間内で，顧客が合計いくら購買したかを示

す数値である。顧客の購入金額の合計で，金額が高ければ高い

ほど良い顧客である。

RFM分析のプロセス

RFM分析を用いて，顧客を実際的に分析する際，通常はR，F，
Mをそれぞれ五つ（3〜7）のランクを付けて，次に，総計ラン

クの算出式どおりに総計ランクを算出する。その後，算出され

た総計ランクの数値によって，顧客をいくつかの層に集約する

[6][7]。しかし，ランクをどのぐらい付けるか，総計ランクのデー

タをどこで区切るかは企業，用いるデータの期間などによって

異なるので，どのように分けていくかは企業のノウハウになる

[7]。例えば，R，F，Mを五つのランクに分けると，算出プロ

セスは以下のようになる。

まず，表1のように，R，F，Mを五つのランクにわける。

 次に，計算式「R*2+F+M」により総計ランクを計算する（参

照　表2）。R*2における2は評価要素の重要度を強調するため

の加重値であり，どのぐらいの加重値を付けるかは企業によっ

て異なる。

最後，計算された総計ランクのデータを表3のようにいくつ

かの顧客層に集約する。表3をもって具体的に説明すると，総

計ランク20〜18間の顧客は最優良顧客であり，総計ランク17
〜15間の顧客は準優良顧客である。また，総計ランク14〜12
間の顧客は安定顧客であり，ランク11〜8間の顧客は非優良顧

客，総計ランク7〜4間の顧客は離反顧客である。

但し，具体的なランクの付け方，総計ランクの算出方式，顧

客層の集約等は企業によって完全に異なるので，どのように設

定するかは非常に重要である。

評価要素の定性分析

顧客価値分析手法の一つとして，RFM分析の目的は顧客の

これまでの購買行動・購買履歴の「購買最近性」，「購買頻度」，「購

買金額」の三つの評価要素から優良顧客を選択し，維持して売

上・利益を増加させるためである。RFM分析を通じて優良顧

客を更に効果的に選択できるように，三つの評価要素の重要度

関係を明確する必要がある。各評価要素の重要度関係を定性的

に明確するため，評価要素の基本的な性質を基準にして，定性

分析を行う。本章では，「購買最近性」，「購買頻度」，「購買金額」

等三つの部分について定性分析を行う。

購買最近性の定性分析

本節では購買最近性の性質を基準に[8]，[9]，[10]を参考に，

主に「離脱顧客の判別」，「顧客の将来性の判断」，「購買頻度か

らの影響」，「購買金額からの影響」等の方面から定性分析を行

う。まず，購買最近性の値により離脱顧客の可否が判別できる。

即ち，顧客の最終購買日が今日の日付に近ければ近いほどその

顧客（新規顧客を含め）は維持されていると判断できるし，逆

に，遠ければ遠いほど顧客が離脱した傾向が高いと判断できる。

次は，購買最近性の値により再購買に関する顧客の購買将来性

が判断できる。なぜかと言うと顧客の最終購買日が今日の日付

に近ければ近いほど顧客の再購買の可能性が高くなり，再購買

の将来性があると言える。

購買最近性が購買頻度からの影響を受けているかどうかは主

に購買頻度が高い場合と低い場合二つの視点から判断できる。

購買頻度が高くても，最終購買日が遠ければ遠いほど，顧客の

再購買の可能性が低くなる傾向がある。逆に，購買頻度が低く

ても最終購買日が近ければ近いほど，顧客の再購買の可能性は

高くなる傾向があると判断できる。この二つの視点から見ると

購買最近性は購買頻度からの影響を受けていないので，購買頻

表1 RFMのランク付け 　

表2 総合ランクの算出

表3 顧客層の集約

度に対して独立評価要素である。購買金額からの影響も二つの

視点から判断すると，購買金額が高くても最終購買日が遠けれ

ば遠いほど再購買の可能性が低くなる。また，購買金額が低く

ても最終購買日が近ければ近いほど再購買の可能性が高くなる

と判断できる。即ち，購買最近性は購買金額からの影響を受け

ていないので，購買金額に対しても独立評価要素であると判断

できる。

購買頻度の定性分析

本節では，購買頻度の性質を基準に[8]，[9]，[10]を参考に，

主に「新規・既存顧客の判断」，「購買最近性からの影響」，「購

買金額からの影響」等の方面から定性分析を行う。購買頻度の

値によって，購買頻度が一回である顧客は新規顧客であり，一

回以上であれば，既存顧客であると判断できる。その上に，新

規顧客と既存顧客の割合も見通せる。

購買頻度は購買最近性からの影響を受けているかどうかは主

に，最終購買日が遠い場合と近い場合二つの視点から判断でき

る。最終購買日が今日の日付に遠ければ遠いほど，購買頻度が

高くても再購買の可能性が低くなる傾向がある。逆に，最終購

買日が近ければ近いほど購買頻度が低くても再購買の可能性が

高くなる傾向があると判断できる。この二つの視点から見ると，

購買頻度は購買最近性からの影響を受けているので，購買最近

性に対して従属評価要素である。購買金額からの影響も二つの

視点から見ると，購買金額が高くても，購買頻度は低い可能性

があり，購買金額が低くても，購買頻度は高い可能性があると

判断できる。即ち，購買頻度は購買金額の影響を受けていない

ので，購買金額に対して独立評価要素である。

購買金額の定性分析

本節では，購買金額の性質を基準に[8]，[9]，[10]を参考に，

主に「顧客の購買力の判断」，「企業への貢献度」，「購買最近性

からの影響」，「購買頻度からの影響」等の方面から定性分析を

行う。まず，購買金額の値によって，金額が高い顧客は購買力

が高く，逆に，金額が低い顧客は購買力が低いと判断できる。

次に，企業への貢献度（利益がある売上）は購買金額の高低によっ

て判断すると，購買金額が高い顧客は企業への貢献度が高く，

金額が低い顧客は企業への貢献度が低い。

購買金額は購買最近性からの影響を受けているかどうかは主

に最終購買日が近い場合と遠い場合二つの視点から判断でき

る。最終購買日が今日の日付に近いのに購買金額は低い可能性

がある。逆に，今日の日付に遠いのに，購買金額は高い可能性

もある。この二つの視点から見ると，購買金額は購買最近性か

らの影響を受けていないので，購買最近性に対して独立評価要

素である。しかしながら，購買金額の変化は購買頻度の変化に

従って変化しているので，即ち，購買金額は購買頻度からの影

響を受けていて，購買頻度に対して従属評価要素である。

定性分析の結果

三つの評価要素の定性分析により，分析結果としては，購買

最近性によって離脱顧客の判別及び顧客の将来性の判断が可能

であり，購買頻度，購買金額に対して独立評価要素である。即

ち，購買最近性のみで顧客が維持されているかどうか直接に判

断できて，最も重要な評価要素である。購買頻度によって，顧

客が既存か新規かが判断できるけれども顧客が維持されている

かどうか判断できない。しかし，購買頻度は購買最近性の影響

を受けていて，顧客の再購買の可能性が推測できるので，重要

な評価要素である。購買金額の値により，顧客の購買力及び企

業への貢献度を判断できるけれども，顧客が維持されているか

どうか判断できない。その上に，最終購買日の影響を受けてい

なくて，購買頻度の影響を受けても，顧客の再購買の可能性が

推測できないので，やや重要な評価要素である。

AHPによる評価要素の重要度分析

本章では，前章で評価要素を定性分析した結果を基に，

1971年にThomas L. Saatyにより提唱された階層的な意思決

定法AHP（Analytic Hierarchy Process）[11]によって，評価

要素の重要度を定量的に検討していく。AHPによる評価要素

の重要度を分析する際には，「維持」，「再購買」，「貢献度」を

評価基準に設定し，各評価基準に基づいて評価要素の総合ウェ

イトを算出する。算出された数値によって結果的には評価要素

の重要度を定量的に決めていく。

AHPによる「評価要素の重要度の分析」に関する

階層図の構築

RFM分析の三つの評価要素の重要度を定量的に分析する

為に，「維持」，「再購買」，「貢献度」を評価基準に設定して，

AHP分析[12][13]を行う。なぜ「維持」，「再購買」，「貢献度」

を評価基準に設定するかと言うと，まず売上・利益を増加させ

る目的から見ると，売上を増加させる為に主に顧客数の向上，

購買回数の向上，購買金額の向上等[14]の手段があり，もし顧

客の再購買をさせると，顧客数の向上，購買回数の向上，購買

金額の向上を実現できるし，購買金額の向上に従って顧客の購

買貢献度（利益が有る売上）が高まることである。また，利益

を増加させる為に直接な手段として顧客を維持していく[15]こ
とである。顧客が維持されると，顧客の再購買の可能性が高く

なる傾向が有り，再購買の発生に従って貢献度も高まる。購買

最近性，購買頻度，購買金額の三つの評価要素の立場から見る

と，購買最近性の値によって顧客が維持されているかどうかは

直接に明確できるし，顧客再購買の推測にも影響をもたらす。

購買頻度の値により顧客がどのぐらい再購買したかが明確でき

て，再購買の発生に従って購買金額も変化し，影響を受けてい

る。購買金額の値により，購買の貢献度が直接に明確できる。

このように，二つの立場の関係から考えると，評価基準を維持，

再購買，貢献度を設定し，その上に，三つの評価基準は「維持」>
「再購買」>「貢献度」である重要関係を用いる。分析を行う際，

必要なレベル3の詳細な評価基準は大まかな評価基準の下に
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「非常に重要」，「重要」，「やや重要」を設定し，図1のように表す。

この階層構造は，評価対象としての評価要素の重要度を明確

にする為に，まず，レベル2の大まかな評価基準のウェイトを

算出し，次は，各評価基準から各評価要素の重要関係を基に各

評価基準から各評価要素のウェイトを算出する。最後に評価要

素の総合ウェイトを算出し，算出された数値によって，優先

順位を決める。 

各評価基準のウェイトの算出

ウェイトを算出する為に各評価項目の相対的な重要性を一対

比較し，重要度を付けていく。一対比較値の与え方[16]は一対

比較値を求めたい要素と比較の対象となる要素を交換した場合

の一対比較値は元の値の逆数となる。表4のような単純な数値

で表現する。

まず，レベル2の大まかな評価基準の各評価項目の間の一対

比較を行う。レベル2の大まかな評価基準の「維持」，「再購買」，

「貢献度」の三つの評価項目を行と列の関係に表記し，前節で

述べられた「維持」>「再購買」>「貢献度」の重要関係を基

準に一対比較値を与える。表5のように行と列の組み合わせで

二つずつ比較する。

次にレベル1から見てレベル2の各評価基準の一対比較表を

基に各評価基準のウェイトを算出する。各評価基準のウェイト

は表6のように算出する。

レベル2の各評価基準の間に，本章の評価基準設定の原因に

より「維持」が「再購買」より重要であり，「再購買」が「貢

献度」より重要のような関係が持っている。然し，一対比較す

る際，この重要関係を破壊する可能性があるので，一対比較値

の整合性の検証により各評価項目に関する評価の一貫性を確認

する必要がある。

一対比較値の整合性の検証には，整合性指標C.I（Consistency 
Index）[17]が用いられている。一般的にC.Iは整合性判断の基

準値は0.1以下であれば，十分な整合性があり，0.1以上であれ

ば，整合性が不十分であると判断できる。

整合性指標C.Iの求め方はまず，一対比較行列の各行ごとに，

重み付け和を求める。次に，求められた重み付け和を対応して

いるウェイトで割る。最後，整合性指標（C.I）の算出式どお

りにC.Iを算出する。レベル1から見てレベル2各評価基準間の

一対比較に関する整合性は表7のように算出する。

この結果から見ると，C.Iは0.019になり，整合性判断の基準

によると，0.1以下であれば，十分な整合性があると判断でき

るので，即ち，レベル2の各評価基準の「維持」>「再購買」>「貢

献度」のような重要関係があり，一対比較値も十分な整合性が

ある。

評価対象のウェイトの算出

各評価基準視点から見て評価対象のウェイトを算出するため

に，各評価基準の視点から評価要素との重要関係の分析を行う

必要がある。まず，評価基準「維持」から見ると，維持は購買

最近性と直接関係を保っていて，購買頻度と購買金額と間接関

係があるので，維持に対して，購買最近性は非常に重要であり，

購買頻度は購買金額より重要である。このように，「購買最近性」

>「購買頻度」>「購買金額」のような重要関係がある。次に，

評価基準「再購買」から見ると，再購買は購買頻度と直接関係

が保っていて，購買最近性，購買金額と間接関係があるので再

購買に対して，購買頻度は非常に重要であり，購買最近性は購

図1 AHPの階層構築

表4 一対比較値の与え方

表5 レベル1から見てレベル2の各評価基準の一対比較表

表6 レベル1から見てレベル2の各評価基準のウェイトの算出

表7 レベル1から見てレベル2各評価基準間の一対比較に関する整合性の検証

買金額より重要である。即ち，「購買頻度」>「購買最近性」>
「購買金額」のような重要関係がある。最後，評価基準「貢献度」

から見ると，貢献度は購買金額と直接関係を保っていて，購買

最近性，購買頻度と間接関係があるので，貢献度に対して，購

買金額は非常に重要であり，購買頻度は購買最近性より重要で

ある。これにより，貢献度に対して，「購買金額」>「購買頻度」

>「購買最近性」のような重要関係がある。具体的な分析は表

8のように示す。

以上に分析した結果を基準にして，各評価基準視点から各評

価対象間の一対比較を行って，各評価対象のウェイトを算出す

る（表9，10，11参照）。

表9から表11では，算出された結果は各評価基準から各評価

要素の重要関係を具体的に定量化されたものである。「維持」

から見て，購買最近性が非常に重要で0.637であり，購買頻度

が重要で0.258であり，購買金額がやや重要で0.105である。「再

購買」から見て，購買頻度が非常に重要で0.637であり，購買

最近性が重要で0.258であり，購買金額がやや重要で0.105であ

る。「貢献度」から見て，購買金額が非常に重要で0.637であり，

購買頻度が重要で0.258であり，購買最近性がやや重要で0.105
である。これらによって，各評価基準から各評価要素間の重要

程度が数値的に明確した。

評価対象の総合ウェイトの算出による重要度分析

総合ウェイトの算出[12]には，各評価基準の視点から各評価

対象に対する一対比較を行って算出されたウェイトと各評価基

準のウェイトを掛けて，そして，それぞれを横方向に加算すれ

ば，各評価対象の総合ウェイトが得られる。各評価基準のウェ

イト算出結果によると，維持が0.637，再購買が0.258，貢献度

が0.105である。また，「維持」の視点で，購買最近性が0.637
であり，購買頻度が0.258であり，購買金額が0.105である。「再

購買」の視点で，購買頻度が0.637であり，購買最近性が0.258
であり，購買金額が0.105である。「貢献度」の視点で，購買金

額が0.637であり，購買頻度が0.258であり，購買最近性が0.105
である。従って，総合ウェイトを算出すると，表12のように

なる。

表12によると，購買最近性の総合ウェイトは0.483であり，

購買頻度の総合ウェイトは0.356であり，購買金額の総合ウェ

イトは0.161である。即ち，購買最近性が購買頻度より重要で

あり，購買頻度が購買金額より重要である。

結論

結論として，一般的に用いられるRFM分析の三つの評価要

素の重要度関係について，定性的な重要度判断を基にAHP分
析を通じて定量的に分析した結果は三つの評価要素の中で最も

重要なのは購買最近性であり，購買頻度は購買金額より重要で

あると明確に判断できた。RFM分析の際，三つの評価要素の

重要度関係を明確にした上で，優良顧客を選別する。選別され

た優良顧客を維持していくマーケティング戦略を通じて売上・

利益を増加させることが可能であると考える。

表8 各評価基準視点から評価対象の重要度関係分析

表9 評価基準「維持」から評価要素のウェイトの算出

表12 総合ウェイトの算出

表10 評価基準「再購買」から評価要素のウェイトの算出

表11 評価基準「貢献度」から評価要素のウェイトの算出
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「非常に重要」，「重要」，「やや重要」を設定し，図1のように表す。

この階層構造は，評価対象としての評価要素の重要度を明確

にする為に，まず，レベル2の大まかな評価基準のウェイトを

算出し，次は，各評価基準から各評価要素の重要関係を基に各

評価基準から各評価要素のウェイトを算出する。最後に評価要

素の総合ウェイトを算出し，算出された数値によって，優先

順位を決める。 

各評価基準のウェイトの算出

ウェイトを算出する為に各評価項目の相対的な重要性を一対

比較し，重要度を付けていく。一対比較値の与え方[16]は一対

比較値を求めたい要素と比較の対象となる要素を交換した場合

の一対比較値は元の値の逆数となる。表4のような単純な数値

で表現する。

まず，レベル2の大まかな評価基準の各評価項目の間の一対

比較を行う。レベル2の大まかな評価基準の「維持」，「再購買」，

「貢献度」の三つの評価項目を行と列の関係に表記し，前節で

述べられた「維持」>「再購買」>「貢献度」の重要関係を基

準に一対比較値を与える。表5のように行と列の組み合わせで

二つずつ比較する。

次にレベル1から見てレベル2の各評価基準の一対比較表を

基に各評価基準のウェイトを算出する。各評価基準のウェイト

は表6のように算出する。

レベル2の各評価基準の間に，本章の評価基準設定の原因に

より「維持」が「再購買」より重要であり，「再購買」が「貢

献度」より重要のような関係が持っている。然し，一対比較す

る際，この重要関係を破壊する可能性があるので，一対比較値

の整合性の検証により各評価項目に関する評価の一貫性を確認

する必要がある。

一対比較値の整合性の検証には，整合性指標C.I（Consistency 
Index）[17]が用いられている。一般的にC.Iは整合性判断の基

準値は0.1以下であれば，十分な整合性があり，0.1以上であれ

ば，整合性が不十分であると判断できる。

整合性指標C.Iの求め方はまず，一対比較行列の各行ごとに，

重み付け和を求める。次に，求められた重み付け和を対応して

いるウェイトで割る。最後，整合性指標（C.I）の算出式どお

りにC.Iを算出する。レベル1から見てレベル2各評価基準間の

一対比較に関する整合性は表7のように算出する。

この結果から見ると，C.Iは0.019になり，整合性判断の基準

によると，0.1以下であれば，十分な整合性があると判断でき

るので，即ち，レベル2の各評価基準の「維持」>「再購買」>「貢

献度」のような重要関係があり，一対比較値も十分な整合性が

ある。

評価対象のウェイトの算出

各評価基準視点から見て評価対象のウェイトを算出するため

に，各評価基準の視点から評価要素との重要関係の分析を行う

必要がある。まず，評価基準「維持」から見ると，維持は購買

最近性と直接関係を保っていて，購買頻度と購買金額と間接関

係があるので，維持に対して，購買最近性は非常に重要であり，

購買頻度は購買金額より重要である。このように，「購買最近性」

>「購買頻度」>「購買金額」のような重要関係がある。次に，

評価基準「再購買」から見ると，再購買は購買頻度と直接関係

が保っていて，購買最近性，購買金額と間接関係があるので再

購買に対して，購買頻度は非常に重要であり，購買最近性は購

図1 AHPの階層構築

表4 一対比較値の与え方

表5 レベル1から見てレベル2の各評価基準の一対比較表

表6 レベル1から見てレベル2の各評価基準のウェイトの算出

表7 レベル1から見てレベル2各評価基準間の一対比較に関する整合性の検証

買金額より重要である。即ち，「購買頻度」>「購買最近性」>
「購買金額」のような重要関係がある。最後，評価基準「貢献度」

から見ると，貢献度は購買金額と直接関係を保っていて，購買

最近性，購買頻度と間接関係があるので，貢献度に対して，購

買金額は非常に重要であり，購買頻度は購買最近性より重要で

ある。これにより，貢献度に対して，「購買金額」>「購買頻度」

>「購買最近性」のような重要関係がある。具体的な分析は表

8のように示す。

以上に分析した結果を基準にして，各評価基準視点から各評

価対象間の一対比較を行って，各評価対象のウェイトを算出す

る（表9，10，11参照）。

表9から表11では，算出された結果は各評価基準から各評価

要素の重要関係を具体的に定量化されたものである。「維持」

から見て，購買最近性が非常に重要で0.637であり，購買頻度

が重要で0.258であり，購買金額がやや重要で0.105である。「再

購買」から見て，購買頻度が非常に重要で0.637であり，購買

最近性が重要で0.258であり，購買金額がやや重要で0.105であ

る。「貢献度」から見て，購買金額が非常に重要で0.637であり，

購買頻度が重要で0.258であり，購買最近性がやや重要で0.105
である。これらによって，各評価基準から各評価要素間の重要

程度が数値的に明確した。

評価対象の総合ウェイトの算出による重要度分析

総合ウェイトの算出[12]には，各評価基準の視点から各評価

対象に対する一対比較を行って算出されたウェイトと各評価基

準のウェイトを掛けて，そして，それぞれを横方向に加算すれ

ば，各評価対象の総合ウェイトが得られる。各評価基準のウェ

イト算出結果によると，維持が0.637，再購買が0.258，貢献度

が0.105である。また，「維持」の視点で，購買最近性が0.637
であり，購買頻度が0.258であり，購買金額が0.105である。「再

購買」の視点で，購買頻度が0.637であり，購買最近性が0.258
であり，購買金額が0.105である。「貢献度」の視点で，購買金

額が0.637であり，購買頻度が0.258であり，購買最近性が0.105
である。従って，総合ウェイトを算出すると，表12のように

なる。

表12によると，購買最近性の総合ウェイトは0.483であり，

購買頻度の総合ウェイトは0.356であり，購買金額の総合ウェ

イトは0.161である。即ち，購買最近性が購買頻度より重要で

あり，購買頻度が購買金額より重要である。

結論

結論として，一般的に用いられるRFM分析の三つの評価要

素の重要度関係について，定性的な重要度判断を基にAHP分
析を通じて定量的に分析した結果は三つの評価要素の中で最も

重要なのは購買最近性であり，購買頻度は購買金額より重要で

あると明確に判断できた。RFM分析の際，三つの評価要素の

重要度関係を明確にした上で，優良顧客を選別する。選別され

た優良顧客を維持していくマーケティング戦略を通じて売上・

利益を増加させることが可能であると考える。

表8 各評価基準視点から評価対象の重要度関係分析

表9 評価基準「維持」から評価要素のウェイトの算出

表12 総合ウェイトの算出

表10 評価基準「再購買」から評価要素のウェイトの算出

表11 評価基準「貢献度」から評価要素のウェイトの算出
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IFRSの適用及びERPコンサルタントの育成
IFRS adoption in Japan and its influence on ERP education

李 鷁 （京都情報大学院大学）

Yi L i (The Kyoto College of Graduate Studies for Informatics)

1. はじめに

グローバル化の進展に従い，各企業の海外子会社や支店が増

加し，企業の全体的な経営状態を正しく把握するために，統一

する会計基準が期待される。IFRS（International Financial 
Reporting Standards）即ち国際会計基準は2005年にEUの上

場企業に強制適用され，日本では2010年3月期よりIFRSを任

意適用し始めた。東京証券取引所の統計データにより，2015
年6月までのIFRS任意適用会社は日本電波工業，住友商事，楽

天，三井物産など43社があり[1]，今後増える予定である。

IFRSの適用による影響が広く，会計面の対応はもちろん，

情報システムの変更が求められる。ERPは統合基幹業務シス

テムであり，会計管理システムのみならず，在庫管理システ

ム，販売物流管理システムなどが含まれる。IFRSの適用によ

り，ERPサービスを提供する各社は動き始め，IFRS対応支援

サービスやソリューションの開発が進んでいる。IFRSの適用

はERP人材を育成する教育側にも影響を及ぼし，通常のシス

テム機能や設定に関する教育が足りなくなり，日本の会計基準

とIFRSの違い及びIFRSの適用によるシステムの対応も無視で

きない。

2. IFRSと日本会計基準との相違を把握

日本でIFRSの任意適用により，近年IFRSと日本会計基準の

違いが注目されている。ERPコンサルタントとして，日本会

計基準だけでなく，IFRSに準拠したコンサルティングができ

るような能力を備えるべきで，日本会計基準とIFRSの相違に

対する理解はもちろん，IFRS適用の影響でコンバージェンス

が進めている日本会計基準に対する把握も必要だ。

日本会計基準は規則基準であり，会計原則以外に詳細なガイ

ダンスで具体例を含めて細かく定められている。IFRSは原則

主義に基づく会計基準である。原則主義は，会計基準の設定に

あたり企業が会計処理の方法を判断するときの考え方や枠組み

だけを示す方法である。IFRSでは，原則や枠組みと，最小限

のガイダンスだけが示されており[2]，IFRS適用会社は自社の

状況に照らして判断に任せ，自社の経営情報を最適な会計処理

で投資家に開示し，業務プロセスに対する把握が大切である。

IFRSは企業の財政状態即ち企業の富の増減を重視し，資産

負債アプローチを採用し，包括利益の開示が求められる。「包

括利益とは，ある企業の特定期間の財務諸表において認識され

た純資産の変動額のうち，当該企業の純資産に対する持分所有

者との直接的な取引によらない部分をいう。当該企業の純資産

に対する持分所有者には，当該企業の株主のほか当該企業の発

行する新株予約権の所有者が含まれ，連結財務諸表においては，

当該企業の子会社の非支配株主も含まれる。」[3]包括利益は当

期純利益とその他の包括利益によって構成され，その他の包括

利益にはその他有価証券評価差額金，繰延ヘッジ損益と為替換

算調整勘定などが含まれる。従来の日本会計基準は利益の発生

過程を重視する収益費用アプローチと言われていたが，IFRS
任意適用の影響で日本会計基準はIFRSとのコンバージェンス

の観点から平成23年3月期から上場企業の連結決算において包

括利益の開示が決定され，資産負債アプローチに向け変更して

いる。

日本会計基準はIFRSへのコンバージェンスが進んでいるが，

企業の一会計期間の業績を重視する収益費用アプローチのた

め，財務諸表を見ると，日本会計基準の財務諸表では特別利益

と特別損失が表示されるが，IFRSは特別損益も企業経営の勝

負に大きな影響を与えるという観点で特別損益の開示が禁止さ

れる。

3. IFRSの適用によるシステム対応

IFRS適用企業にとって，会計基準が変わるとともに，情報

システムの改修が必要となる。ERPパッケージの会計システ
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